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総務局 

令和７年度主要事業の成果 
 
支出科目 款：総務費 項：企画費 目：企画総務費 

担 当 課 経営企画チーム 

事 業 名 若年層の定着・回帰に向けたムーブメント創出事業（一部国庫）【新規】 
 

目的 

広報プロモーションを通じ、若年層の広島に対するポジティブなイメージを高め、若年層の広島へ

の定着・回帰につながるムーブメントを創出する。 

事業説明 
 
対象者 

県内外の若年層 

事業内容 

（単位：千円） 

内    容 当初予算額 最終予算額 
予算執行額 

[繰越額] 

○ 若者の定着・回帰に向けた広報プロモーションの実施 

・ プロモーションにかかる動画等のコンテンツ制作 

・ 若者が日常的に利用するＳＮＳを活用した広告等 

120,000 

 

101,000 

 

98,876 

[―] 

合    計 
120,000 

 

101,000 

 

98,876 

[―] 

 

令和７年度の成果目標と実績 

〇 事業目標： 

指 標 名 
目標値 

（令和７年度） 

実績値 

（令和７年度） 

プロモーション延べ接触回数（全体） 2,000 万回 7,320 万回 

《参考》ＳＮＳ等広告配信リーチ数（大学生・第二新卒） 617 万リーチ 953 万リーチ 

《参考》特設サイト流入数（大学生・第二新卒） ４万９千人 ８万８千人 

 

令和７年度の目標と実績の乖離要因・課題 

○ 広島県にゆかりのある大学生及び第二新卒層を対象にＳＮＳ配信や屋外広告を利用した「それ、

広島で。」キャンペーンを実施し、実績値は目標値をいずれも上回った。 

○ キャンペーンを通じて、家族との対話を促す取組により成果が期待できる、高校までの地域への

愛着形成により将来的なＵターンが期待できる、広島で活動している多様な方々の発信が共感につ

ながることが期待できる、といった知見が得られた。 

 

令和８年度の取組方向 

○ 若者減少・人手不足対策プロジェクトチーム会議などにおいて関係課と連携し、今後の取組の方

向性について検討を進める。 
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総務局・商工労働局 

令和７年度主要事業の成果 
 
支出科目 款：総務費 項：企画費 目：企画総務費 

担 当 課 ＤＸ推進課、経営革新課 

事 業 名 広島県ＤＸ推進事業（一部国庫）【一部新規】 
 

目的 

デジタル技術を活用して、様々な社会課題の解決と経済発展の双方の実現を図るため、「広島県Ｄ

Ｘ加速プラン」に基づき、民間事業者等に対するＤＸへの理解・実践意識の醸成やＤＸの取組を後押

しすることにより、全県的なＤＸを推進する。 

事業説明 
 
対象者 

 県民、市町、企業、団体等 

事業内容 

（単位：千円） 

内    容 当初予算額 最終予算額 
予算執行額 

[繰越額] 

ＤＸ実践に

対する支援

【一部新

規】 

○ ビジネス変革を推進する中核的人材の

育成 

・ 人材育成プログラムを通じたＤＸ事

業計画の策定支援 

・ ＤＸ実践道場参加事業者やＤＸ事業

計画を策定した事業者に対するビジネ

ス変革の実践支援【新規】 

・ 進捗報告会等を通じた取組の波及 

60,400 

 

60,400 

 

60,385 

[―] 

ＤＸへの取

組 着 手 支

援【一部新

規】 

○ 「広島県ＤＸ推進コミュニティ」を通

じたビジネス変革に取り組めていない

層に対する支援 

  ・ 簡易診断ツールやＤＸ実践ガイドブ

ック等の各種支援ツールの利活用促

進 

 ・ ステップアップ研修や事例研究会の

実施 等 

○ 支援機関と連携した取組の推進 

 ・ 支援機関（商工団体や金融機関など）

を通じた中小企業等による共同利用

の検討【新規】 

 ・ 支援環境の運営及び支援者向け研修

の実施 等 

25,782 

 

25,962 

 

25,962 

[―] 

ＤＸ推進を

支えるその

他の取組 

  ・ 県・市町職員向けのデジタルリテラ

シー向上に係る研修の実施 

・ ＤＸ実態調査の実施 等 

8,031 

 

7,851 

 

5,091 

[―] 

合    計 
94,213 

 

94,213 

 

91,437 

[―] 

※端数処理の関係で積み上げた数値と合計額が異なる場合がある。 
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令和７年度の成果目標と実績 

○ 事業目標： 

指 標 名 
基準値 

（令和６年度） 

目標値 

（令和７年度） 

実績値 

（令和７年度） 

デジタル技術の活用を含めたビ

ジネス変革に取り組んでいる民

間事業者等の割合 

30.2％ 50.0％ 29.5％ 

 

令和７年度の目標と実績の乖離要因・課題 

○ 「デジタル技術の活用を含めたビジネス変革に取り組んでいる民間事業者等の割合」については、

社内でＤＸを推進できる中核的人材の育成やビジネス変革の実践の支援などに取り組んだが、目標

の 50.0％に対し、29.5％で未達となった。 

○ 令和７年度に実施した「ＤＸに関する実態調査」によると、民間事業者等の約３割がデジタル技

術の活用を含めたビジネス変革に向けて取り組んでいるものの、その多くがＤＸの第１段階（デジ

タイゼーション）にとどまっており、ビジネス変革（ＤＸの第２段階（デジタライゼーション）以

上）には至っていない結果となっている。 

○ 中小企業等においては、ＤＸへの投資や人材育成に十分な費用や人員を割けないという課題を抱

えており、組織風土改革への抵抗感やデジタル技術の知識不足も導入のハードルとなっている。 

 

令和８年度の取組方向 

○ ＤＸに未着手の企業に対しては、比較的導入が容易で効果を実感しやすい生成ＡＩに焦点を当て、

段階的に学べる実践的な研修や新たな伴走支援の取組等を実施し、導入のハードルを下げ、取組企

業の裾野拡大を図る。 

○ また、既にＤＸに取り組んでいる企業に対しては、引き続きＤＸを推進できる人材の育成などを

通じて「ＤＸのステップアップに向けた後押し」を行い、新規事業創出等の付加価値向上に向けた

取組を支援する。 
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総務局 

令和７年度主要事業の成果 
 
支出科目 款：総務費 項：企画費 目：研究開発費 

担 当 課 研究開発課 

事 業 名 高速調査船整備費（単県）【新規】 
 

目的 

老朽化が進んでいる調査船（水産海洋技術センター所管、平成９年建造）について、新調査船を建

造し海洋調査等を適切に実施することにより、県内水産物の食の安全及び県内水産業の振興を図る。 

事業説明 
 
対象者 

県民及び水産事業者等 

事業内容 

（単位：千円） 

内    容 当初予算額 
最終予算額 

※ 

予算執行額 

[繰越額] 

有害赤潮・貝毒等の調査、水産資源に係る調査

等の海洋調査及び水産事業者への技術指導を行

うための新調査船を建造する。 

 

【主要諸元】   

船質  ：ＦＲＰ製   

総トン数：19t   

全長  ：19.5ｍ   

航行速力：25 ノット（約 46km/h）  

【建造期間】   

令和７年 11 月～令和９年７月   

※現行調査船の次期法定検査（令和９年 10 月）

までに運用開始 

― 

（債務 293,317） 

108,487 

 

 

71,908 

[35,956] 

合    計 ― 

（債務 293,317） 

108,487 

 

 

71,908 

[35,956] 

※令和７年度９月補正予算 

 

令和７年度の成果目標と実績 

〇 事業目標：海洋調査等を適切に実施することによる県内水産物の食の安全及び県内水産業の振興 

○ 実  績：海洋調査等を行うための新調査船建造工事について、計画どおり実施した。 

 

令和７年度の目標と実績の乖離要因・課題 

○ 船体モールド製作、設計、エンジン発注契約、発電機発注契約を行い、全工程の 20％を達成し

た。 

 

令和８年度の取組方向 

○ 船体建造など、本格的な工事を行い、令和８年度に全工程の 70％到達を目指す。 
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総務局 

令和７年度主要事業の成果 
 
支出科目 款：総務費 項：企画費 目：研究開発費 

担 当 課 研究開発課 

事 業 名 
デジタル技術を活用した研究技術支援機能 

強化事業（一部国庫） 
 

目的 

総合技術研究所において、将来にかけて必要とされる技術を有する人材を継続的に育成し、県内中

小企業及び農林水産事業者（以下「事業者等」）が抱える技術的課題に対応する共通技術基盤を構築

することにより、技術支援機能を強化する。 

事業説明 
 
対象者 

事業者等、総合技術研究所研究員及び農業普及指導員 

事業内容 

（単位：千円） 

内    容 当初予算額 最終予算額 
予算執行額 

[繰越額] 

事業者等のレベルに応じたデジタル技術導入への挑戦を

効果的・効率的に支援するために、事業者等がデジタル

技術の活用効果を体感できる共通技術基盤（プラットフ

ォーム）を構築・強化する。 

○ プラットフォームの強化 

○ プラットフォームを用いた事業者等へのデジタル技術

の普及 

24,002 

 

24,002 

 

22,042 

[―] 

プラットフォームを構築し、その効果を最大限発揮する

ためには、技術支援を行う研究員の知識やスキルの習得、

進化、蓄積が不可欠となるため、デジタル人材の確保や

保有技術の高度化に継続して取り組む。 

○ 外部及び内部研修等による人材育成 

4,420 

 

4,420 

 

4,059 

[―] 

合    計 
28,422 

 

28,422 

 

26,101 

[―] 

 

令和７年度の成果目標と実績 

○ ワーク目標： 

指 標 名 
基準値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和７年度） 

実績値 

（令和７年度） 

デジタル技術の活用による事

業者等の課題解決件数（単年） 
24 件 38 件 75 件 

 

○ 事業目標： 

指 標 名 
基準値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和７年度） 

実績値 

（令和７年度） 

デジタル研究人材育成者数 

（累計） 
25 人 55 人 90 人 

 

領域

⑨ 企業等の研究開発の支援

産業イノベーション

取組
の
方向
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令和７年度の目標と実績の乖離要因・課題 

○ 製造業からのデジタル技術導入のニーズ及びスマート農林水産業に関する技術支援のニーズが想

定以上に増加している中、デジタル機器の整備及び研究開発・研修を通じた研究員の育成により総

合技術研究所の技術支援機能を強化し、企業等のニーズに対応した技術支援を提供できたことから、

デジタル技術の活用による事業者等の課題解決件数については、75 件となり、目標を達成した。 

○ 企業等が抱えるデジタル技術に関するニーズは年々増加傾向にあり今後も増加が見込まれること

から、これに対応するため、技術支援機能を維持する必要がある。また、生成ＡＩを始めとした新

たなテクノロジーに対応するため、更なる技術の習得・高度化が必要である。 

 

令和８年度の取組方向 

○ 企業等のデジタル化支援について、引き続き、自動化・省力化を加速するとともに、保健・環境

領域をはじめとした他領域への横展開を進め、企業等の更なる生産性向上・付加価値向上を図る。 

○ また、ニーズ増加が見込まれるＡＩ等の先端技術について、企業等で活用推進を図るために、研

究開発を通じた新規技術の獲得に取り組む。 

449



  

 

総務局 

令和７年度主要事業の成果 
 
支出科目 款：総務費 項：総務管理費 目：財産管理費 

担 当 課 財産管理課 

事 業 名 県庁舎附帯施設耐震化事業（単県） 
 

目的 

大規模災害発生時における防災拠点庁舎間の円滑な業務連携による速やかな初動応急対応に資する

ため、防災拠点庁舎である本館と北館及び北館と議事堂をつなぐ渡り廊下の安全性を確保する。 

事業説明 
 
対象者 

県民、来庁者、県職員 

事業内容 

 南海トラフ巨大地震及び五日市断層地震など地震発生時に応急対応等の司令塔となる庁舎間をつな

ぐ議事堂－北館及び本館－北館の渡り廊下の耐震改修工事を行う。 

（単位：千円） 

内    容 当初予算額 最終予算額 
予算執行額 

[繰越額] 

渡り廊下 

耐震改修工事 

（工期：R5～R7） 

○ 議事堂－北館及び本館－北館

の渡り廊下耐震改修工事 

【渡り廊下の設置時期】 

 昭和 45 年（1970 年）10 月の北

館竣工時に設置（耐震性なし） 

 ＜築 55 年（R8.7 現在）＞ 

56,464 36,316 

 

36,229 

[―] 

合    計 56,464 36,316 

 

36,229 

[―] 

 

令和７年度の成果目標と実績 

○ 事業目標：本館－北館の渡り廊下耐震改修工事の実施 

○ 実  績：本館－北館の渡り廊下耐震改修工事を完了させた。 

 

令和７年度の目標と実績の乖離要因・課題 

○ 本館－北館の渡り廊下耐震改修工事を予定どおり完了した。 
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総務局 

令和７年度主要事業の成果 
 
支出科目 款：総務費 項：総務管理費 目：財産管理費 

担 当 課 財産管理課 

事 業 名 県庁舎北館内外部改修事業（単県） 
 

目的 

県庁舎北館の老朽化が進んでいることから、建物の長寿命化や、業務遂行に不可欠な設備の機能維

持を図る。 

事業説明 
 
対象者 

県民、来庁者、県職員 

事業内容 

 県庁舎北館の建築工事、電気設備工事、機械設備工事を実施することにより、北館の長寿命化及び

業務遂行に不可欠な設備の機能維持を図る。 

（単位：千円） 

内    容 当初予算額 最終予算額 
予算執行額 

[繰越額] 

県庁舎北館 

内外部改修工事 

（工期：R5～R7） 

・ 建築工事（内部改修、外壁改修、

屋上防水等） 

・ 電気設備工事（電気設備更新等） 

・ 機械設備工事（空調設備改修等） 

・ 移転関連経費  

709,374 682,519 

 

654,751 

[―] 

合    計 709,374 682,519 

 

654,751 

[―] 

 

令和７年度の成果目標と実績 

○ 事業目標：北館の改修に係る工事等の実施 

○ 実  績：北館の改修に係る工事等を完了させた。 

 

令和７年度の目標と実績の乖離要因・課題 

○ 北館の改修工事等を予定どおり完了した。 
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総務局 

令和７年度主要事業の成果 
 
支出科目 款：総務費 項：徴税費 目：賦課徴収費 

担 当 課 税務課 

事 業 名 宿泊税システム等改修事業（単県）【新規】 
 

目的 

宿泊税の導入に伴い、本県の県税業務の基幹システムである税務トータルシステム等を改修し、運

用を行う。また、宿泊事業者への説明会を開催するなど、適正・円滑な賦課徴収を実施するための準

備を行う。 

事業説明 
 
対象者 

県民 

事業内容 

（単位：千円） 

内    容 当初予算額 最終予算額 
予算執行額 

[繰越額] 

宿泊税導入に

伴うシステム

改修 

○ 宿泊税の適正な賦課徴収事務のため

のシステム改修 

【改修内容】 

 宿泊税を他税目と同様に、課税から

収納、還付、滞納整理、決算、統計ま

で、現行システムで一体的に管理を行

うため、全機能を改修 

271,897 

 

243,049 

 

243,049 

[－] 

宿泊税導入に

伴う事務経費 

○ 宿泊税導入に係る宿泊事業者への説

明会開催 

○ 宿泊税制度の周知・広報 

○ 申告書等印刷委託 

14,982 

 

13,705 

 

4,741 

[－] 

合    計 
286,879 

 

256,754 

 

247,790 

[－] 

 

令和７年度の成果目標と実績 

○ 事業目標： 

・ 税務トータルシステム等改修による適正・円滑な県税事務の執行 

・ 宿泊税における賦課徴収事務の適正化・効率化及び宿泊事業者の申告納入に係る事務負担軽減 

○ 実  績： 

・ 税務トータルシステム等の改修を計画どおり実施した。 

・ 令和８年度からの宿泊税制度開始に向け、県民への周知広報に努めるとともに、宿泊事業者向

け説明会を県内 12 市町において開催したほか、特別徴収義務者に向けた申告書様式や証票等の

印刷、発送を滞りなく行った。 

 

令和７年度の目標と実績の乖離要因・課題 

○ 税務トータルシステムの改修や宿泊事業者への説明会の開催など、制度開始に向けた準備を計画

どおり進め、目標を達成した。 
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○ 特別徴収義務者が適正に宿泊税を申告納入できるよう、引き続き取組を進めていく必要がある。 

 

令和８年度の取組方向 

○ 税務トータルシステム等を継続的に運用保守するとともに、事務執行上の不具合等が発生した場

合には迅速に原因究明を行い、必要な対策を実施することで、適正・円滑な県税事務の執行を確保

する。あわせて、特別徴収義務者に対して積極的な働きかけを行い、宿泊税制度について理解を深

めてもらうことで、適正な申告納入につなげる。 
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総務局 

令和７年度主要事業の成果 
 
支出科目 款：総務費 項：企画費 目：研究開発費 

担 当 課 研究開発課 

事 業 名 農業技術センター果樹研究部施設建替事業（単県）【新規】 
 

目的 

老朽化が進んでいる農業技術センター果樹研究部（安芸津）施設について、引き続き果樹生産者等

を支援する研究拠点として業務を行っていくため、現敷地内で建替えを行う。 

事業説明 
 
対象者 

県民、来庁者、県職員 

事業内容 

（単位：千円） 

内    容 当初予算額 最終予算額 
予算執行額 

[繰越額] 

農業技術センタ

ー果樹研究部施

設の建替に係る

基本設計・実施設

計 

農業技術センター果樹

研究部施設の建替えに

係る設計委託等を実施

（令和７～８年度） 

（債務 59,525）  

6,629 

      

（債務 59,525） 

6,629 

 

 

4,551 

[―] 

合    計 

（債務 59,525） 

6,629 

 

（債務 59,525） 

6,629 

 

 

4,551 

[―] 

 

令和７年度の成果目標と実績 

○ 事業目標：農業技術センター果樹研究部施設建替えの完了（令和 10 年度目標）  

○ 実 績：農業技術センター果樹研究部施設建替えに係る基本設計（計画概要を作成し、計画の

可否を判断する）を実施した。 

 

令和７年度の目標と実績の乖離要因・課題 

○ 農業技術センター果樹研究部施設建替えに係る基本設計を予定どおり完了させた。 

 

令和８年度の取組方向 

○ 農業技術センター果樹研究部施設建替えに係る実施設計（着工に向けて詳細な設計図を作成する）

を実施する。 
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総務局・教育委員会 

令和７年度主要事業の成果 
 

支出科目 
款：総務費 項：総務管理費 目：文書費 

款：教育費 項：社会教育費 目：文化財保護費 

担 当 課 総務課、文化財課 

事 業 名 埋蔵文化財センター・文書館観音書庫移転整備事業（単県） 
 

目的 

老朽化が進んでいる埋蔵文化財センター及び文書館観音書庫の移転先として旧安芸高等学校の建物

を活用するため、施設改修に向けた設計及び改修工事を行う。 

事業説明 
 
対象者 

県民、来庁者、県職員 

事業内容 

（単位：千円） 

内    容 
当初予算額 

※１ 

最終予算額 

※２ 

予算執行額 

[繰越額] 

埋蔵文化財 

センターの 

移転整備 

移転先である旧安芸高等学校の改修に

係る設計委託及び改修工事を実施 

（設計：令和６年８月～令和７年８月 

工事：令和８年２月～令和８年 12 月） 

9,020 

(債務 138,400) 

100,373 

 

 

70,079 

[―] 

文書館 

観音書庫の 

移転整備 

移転先である旧安芸高等学校の改修に

係る設計委託及び改修工事を実施 

（設計：令和６年８月～令和７年８月 

工事：令和８年２月～令和８年 12 月） 

4,872 
(債務 23,782) 

20,727 
 

 

18,195 

[―] 

合    計 13,892 

(債務 162,182) 

   121,100 

 

 

88,274 

[―] 

※１ 令和６年度６月補正予算を含む。 

※２ 令和６年度６月補正予算及び令和７年度９月補正予算を含む。 

 

令和７年度の成果目標と実績 

〇 事業目標：埋蔵文化財センター・文書館観音書庫の移転整備の完了（令和８年度目標） 

〇 実  績：移転先である旧安芸高等学校の改修に係る設計が完了し、改修工事に着手した。 

 

令和７年度の目標と実績の乖離要因・課題 

○ 移転先である旧安芸高等学校の改修に係る設計委託を予定どおり完了した。改修工事についても

予定どおり着手した。 

 

令和８年度の取組方向 

○ 令和８年度末の移転整備完了に向け、工事完了後速やかに引越しや展示室等の整備を行う。 
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